







































） 東京大学法学部研究室図書室所蔵の『松本文書』二の（36）には，昭和 21 年 2 月 8 日から
の同年 5 月の辞任までの手書きの記録「司令部側トノ交渉一般 ⅠⅡⅢ」が残されている。Ⅰ
は 3月 3日に作成され，Ⅱは 4月初旬に稿了，Ⅲは「昭和 21 年 5 月 18 日誌ス」とされている。
） 閣議は，昭和 21 年 1 月 29 日，1月 30 日，1月 31 日，2月 1日，2月 4日の 5回行われた。
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） これは，昭和 20 年 12 月 31 日から翌 1 月 4 日に，鎌倉山の別荘で松本が書き上げた「憲法




ている（佐藤達夫『日本国憲法成立史 第 2巻』（1964 年）509 頁）。この点，昭和 25（1950）






定されている（684-5 頁）。これを受けて，憲法改正要綱 57 条は，松本によって「司法権ハ法
律ニ依リ裁判所之ヲ行フ」と改められたとのことである（佐藤達夫・前掲書 691 頁）。
） 憲法改正要綱は，2月 8日に総司令部に提出された。













































10） 第一次吉田茂内閣は，昭和 21（1946）年 8月 26 日に憲法改正案を貴族院本会議に上程。
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12） 昭和 21 年 3 月 6 日に発表された「憲法改正草案要綱」では第七の 5 号「国務大臣，大使及
び法律ノ定ムル其ノ他ノ官吏ノ任免ノ認証」，6号「大赦，特赦，減刑，刑ノ執行ノ停止及復権




13） 佐藤達夫『日本国憲法誕生記』（中公文庫，1999 年）46 頁では，前文が削除されたのは「松
本大臣の気持ちからいって，いわば.黙殺1ということではなかったかと思う。」と述べられて
いる。
14） マッカーサー草案の外務省訳では，第 28 条「土地及一切ノ天然資源ノ究極的所有権ハ人民
ノ集団的代表者トシテノ国家ニ帰属ス」と定められていた。



































28 号（昭和 33 年 10 月）26-7 頁でも，松本が閣議の際に提案して了承・採用されたと述べられ
ている。
19） しかし，実際には，林頼三郎，遠藤源六などから「変な質問」がなされ困ったとある，「松










































10 月 25 日 憲法問題調査委員会（松本委員会）設置
1946（昭和 21）年
1 月 29 日 松本案に関する第 1回閣議
1月 30 日 同第 2回閣議
1月 31 日 同第 3回閣議
2月 1 日 毎日新聞第 1面に松本試案スクープ（宮沢甲案に近いもの），同第 4
回閣議
2月 2 日 上記スクープ内容がニッポン・タイムズにも掲載，憲法問題調査委
員会第 7回総会（結果的に最終回）
2月 4 日 ホイットニーが民政局員にマッカーサー・ノートを提示，同第 5 回
閣議
2月 7 日 松本国務相参内し，憲法改正要綱を奏上（「松本丞治氏に聞く」）
2月 8 日 松本委員会から，最高司令官に憲法改正案と説明書を提出
91（186）
2 月 13 日 マッカーサー草案を松本国務相と吉田外相に手交
2月 19 日 松本国務相，閣議で重大報告（GHQ草案を報告）
2月 21 日 幣原首相のマッカーサー訪問（GHQ草案についての意向確認）
2月 22 日 上記について閣議報告（GHQ 草案の受け入れ決定），陛下に内奏，
松本国務相，ホイットニーと会見
2月 25 日 臨時閣議（GHQ草案の外務省仮訳を閣僚に配布）
2月 27 日 日本側改正案の立案着手
2月 28 日 初稿（国立公文書館）
3月 1 日 3月 1日案（入江俊郎文書 15，国立国会図書館）
3月 2 日 3月 2日案（入江俊郎文書 15，国立国会図書館）
3月 4 日 3月 4日案及び説明書（松本文書，東京大学法学部法制史資料室）
3月 4〜5日 司令部での審議
3月 5 日 閣議での松本国務相の報告，幣原首相，陛下に内奏
3月 6 日 憲法改正草案要綱の発表
3月 26 日 金森徳次郎，内閣嘱託となる
4月 2 日 閣議で憲法改正案の口語化了解
4月 10 日 第 22 回総選挙
4月 17 日 政府「憲法改正草案」発表
4月 22 日 幣原内閣総辞職，この日から枢密院で憲法改正草案の審議
1)
（4 月
22 日〜5月 15 日までの 8回，政府側の説明は，幣原首相，松本国務
大臣，入江俊郎法制局長官，佐藤達夫法制局次長）
5月 16 日 第 90 回帝国議会召集
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） この点，『松本文書』二の「司令部側トノ交渉一般 Ⅲ」（東京大学法学部研究室図書室所
蔵）で松本は「（4 月 22 日の）内閣総辞職決定セル為，辞表ヲ提出セルニ拘ラス後継組閣遷延
セル結果測ラスモ右八日間ノ委員会ニ出席シ職責ヲ果スコトヲ得タルハ聊カ自ラ慰クル所ナリ
トス」と昭和 21 年 5 月 18 日に記している。
10 月〜1946（昭和 21）年 5 月）を務めた松本丞治の談話を，宮沢俊義が聴き取
って，帰宅した後に，自宅で書き留めた宮沢自筆の筆記記録である。






憲法研究会での昭和 29（1954）年 1 月 18 日の月曜
会速記録（赤坂幸一編『萍憲法研究会資料』（2014 年）136 頁以下），③昭和 29
（1954）年 7 月 7 日の自由党憲法調査会総会での口述速記，松本丞治口述「日

































） 松本丞治は，1946（昭和 21）年 9月〜1950（昭和 25）年 10 月まで公職追放。
） この点，少しはっきりしないが，Political Reorientation of Japan の原文の一部は，1950 年
11 月 10 日〜13 日までの『ニッポン・タイムズ』に連載された。なお，Political Reorientation
of Japan の第 3 章「日本の新憲法」の一部は『中央公論』（1950 年 11 月号）に要約掲載されて
いる。
） その翻訳としては，宮沢俊義解説，部信喜，小嶋和司，久保田きぬ子訳「日本の新憲法」
国家学会雑誌第 65 巻 1 号 4 頁以下参照。
が史実として世の中に残るならば自分は死んでも死にきれない。自分は追放の
身だから何も出来ないが，宮沢君に是非聞いておいてほしい』ということで昭







文中の昭和 25 年 11 月 23 日の談話記録が，前掲①の東大占領体制研究会編
「松本丞治氏に聞く」である。上記の一文からも推測されるように，松本と宮
沢は，憲法問題調査委員会等を通じて，強固な信頼関係で結ばれていたと思わ










藤達夫『日本国憲法成立史 第 2巻』（1964 年）に，次のような記述がある。
「松本の手もとにあった憲法関係の文書と東京大学との関係について，松本





（佐藤註―占領体制研究会を指すものと認められる。前述のとおり 1950 年 11 月 23
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	） 新川正美「宮沢俊義先生を偲ぶ ⑴」『書斎の窓』260 号（昭和 52 年 1 月号）49 頁。














































『芦田均日記 第 5 巻』（1986 年，岩波書店）「昭和 28（1953）年 12 月 26 日
（土）」の条に，次のような記述が見いだせる。
「今日宮沢俊義教授宛にß憲法草案起稿に関する一資料àと題して私の日記，
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11） 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第三巻』3頁>⑶及び 5-6 頁では，渡辺銕蔵博士のプリント
「占領軍総司令官マッカーサー元帥の英文日本国憲法原案」について言及されているが，宮沢文






12）「宮沢氏の話を機会に」とは，田日記の昭和 28 年 12 月 14 日（月）の次のような記事の内
容を示しているのであろう。






























法改正要綱」を GHQ に提出する前日の，昭和 21 年 2 月 7 日にも，松本は参










日記 第 2 巻』（1986 年）13 頁の昭和 22（1947）年 7月 22 日の条）と述べ，その後，首相に
なって閣僚による内奏の廃止を断行している。
14） 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第 2巻』510 頁。
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16） 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第 2巻』684-5 頁。
17） 3月 5 日の閣議では，松本がこの草案を日本政府案として発表することに強い異論を示した
が，激論の末，この案を日本側の自主的な案としてアメリカ側と同時に発表すると決定した





















また，松本は，2 月 13 日にマッカーサー草案を受け取って以降は，修正草






































ように思われる。つまり，宮沢は，1946（昭和 21）年 5 月号の雑誌「世界文
化」で，3 月 6 日案の登場を踏まえて，「八月革命と国民主権主義」を論じて
いたからである。そこでは，わが国が神権主義を棄てて国民主権主義をとるこ







19） このマッカーサー草案 92条は，「日本政府の 3 月 2 日案のときから削除されることになっ
た」とされている（高柳賢三・大友一郎・田中英夫編著『日本国憲法制定の過程 Ⅱ』（1972
年）279 頁）。また，本条がおかれた理由と削除の経緯については，同『日本国憲法制定の過程






考え方（美濃部達吉『日本国憲法原論』（1948（昭和 23）年）118 頁，宮沢俊義補訂 1952（昭


























年）113-4 頁。同『憲法大義』（1950 年）31-2 頁では，「（日本国憲法は）法的行動による憲法
であって，革命行動による憲法ではなく，又欽定憲法」であるとする。）。
